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1は じ め に
水 は,人 間の生 産と生活 にとって,① 資源であるとともに,② 環境で もあ り,
③生 産手段 であるとともに,④ 消費手段で もある。 また,水 は,人 間 と自然の
物質代謝 において,社 会的 ・計画的な管理 を必要 としてい る。す なわち,水 は
人聞社会成立 における地理的条件の一つで あ り,そ の社会的性格 のゆえに,治
水事 業は原始社会以来,統 治者 の一つの基本的任務であ った。降水の地域的 ・
時間的不均等 と水の流動す る性質のために,氾 濫 を防止 し水を利用するために
は,土 地 に固着 した大規模 な公 的施設が必要であった%
ところが,資 本主義 の発展 とともに,従 来 は灌漑用水,飲 料水 として利用さ
れて きた水が産業的に も利用 されるようになる。つ ま り,一 つは工場排水問題
を ともな うところの冷却用,洗 浄用 としての水利用であ り,一つ は水力発電 に
よる電力エネルギー供給のための資源 としての水利用である。 とくに,初 期の
水力発電にみ られるよ うな 自然の流水 の落差や既設の農業用水路 を利用 した形
態か ら発展 して,ダ ム式(調 整池式、貯水池式)の 発電が行われるようになる
と,河 川全域の流量調節が可能 とな り,多 目的ダム建設による水資源の総合的
な利用の可能性 が開けて くる。 しか し,資本主義社会 においては,水 の利用 は
個別化 され相互に対立 させ られて,水 の浪費,収 奪がお こる。
1)中 谷 武 雄 稿 「水 問 題 」,経 済 学 辞 典 編 集 委 員 会 編r経 済学 辞 典 』,大 月書 店,1979年,867-868
ペ ー ジ。
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そ こで本稿 の課題であ るが,一 言でい うならば,戦 前,戦 後の電力事業 と水
資源開発 の展 開過程を検討す ることによ り,ア メリカの総合的なTVA方 式 と
は異 なる,電 力資本優先の 「日本型地域開発」の型を検出することで ある。そ
して,そ の際,御 厨 貴氏 の研 究に注 目す ることとす る2)。御厨氏 の研 究は 「河
川開発」 と 「水力発電」の相互関係 に優れた着眼点を示 しつつ,先 行業績があ
ま りない中で詳細 な実証分析 を行 った貴重な労作であ る。 しか し,問 題点 とし
ては官僚機構,政 党,法 ・制度面の分析が中心 となってい ること,す なわ ち,
官庁セ クショナ リズムの対立や特定の政治家の活躍が強調 され てお り,経済過
程あ るいは地方 自治の視点か らの分析が欠如 していることが指摘で きる。そこ
で,本 稿では,戦 前,戦 後の電力事業 と水資源開発の展開 を経済過 程の分析 を
ふ まえつつ,地 方 自治の視点か ら検討す ることとす る。
11戦 前における電力業 と水利開発
(1)電力業 の展 開 と公 営電 気 事業
東京 電 燈 会社 が 一 般電 気供 給事 業 を開始 した のは1887(明治20)年 の こ とで
あ るが,こ こで は電 力業 の発 展過 程 につ いて検 討 して み よ う%
電力 業 の発 展 過 程 の特 徴 を一 言で い えば,発 送電 技術 の進歩 が 電 力業 を発 展
させ,そ れが 産 業 と地域 の再 編 成 を促進 させ る こ とにあ る。例 えば,明 治20年
代 は小 規 模火 力 発 電 と市 内配 電 の時 代で あ った のが,明 治30年代 には水 路式 水
力 発電 と近距 離 送 電 に発展 し,明 治40年代 一大 正初 期 には調整 池式 水力 発電 と
遠距 離 送 電へ とさ らに発展 して い る。そ して,第 一 次世 界 大戦 中の 産業 の発 展
に よ り四大工 業 地 帯が 形成 され ると と もに,産 業 エ ネ ルギ ー と して の電 力供 給
が飛 躍 的 に増 加 して い る。 こ う して 電力 需要 の地域 的集 中がす す む 一方,電 力
2)御厨貴 「水利開発と戦前期政党政治」,「年報政治学1984近代日本政治における中央と地






の発送 電 地域 が 日本 ア ルプス の電源 地 帯 に集 中す る。 また,明 治 末期 に水力 発
電 が火 力 発 電 を上 回 った ことに も注 目 して お きたい 。
第 一次 世界 大 戦以 降,電 力業 界 は大 送電 網 の本 格 的建 設 と長距 離高 圧 送電 の
時 代 に入 るが,第 一 次 世界 大戦 後 の産 業不 況 によ り過剰 電 力 の発 生 をみ る。 そ
して,五 大 電力独 占 の形成(東 京 電燈,東 邦 電力,大 同電 力,宇 治川 電 気 日
本電 力)と 競争 の激 化 によ るいわ ゆ る 「電力 戦」 が 約10年間戦 われ る%
次 に,電 力行 政 の展 開過 程 の特徴 を整 理 して み よ う。 電気 事業 法,改 正 電気
事業 法,電 力 国家管 理 法 の制 定 を画期 に,4つ に 時期 区分 が で き る。① 電気 事
業法 制 定以 前 ←1910)は,電 気=危 険物 とみ る保 安 取締 行 政 が 中心 で あ った。
また,こ の時期 に電力 行政 の逓信 省 へ の集 中 ・一 元化 が な され た こ とに も注 目
して お きたい5〕。② 電気 事 業法 制定 以 後(1911～1930)の時 期 にな る と,大 規
模水 力 発送 電 を前提 と した電 気 業者 へ の消 極 的保 護助 成 が な され るよ うに な る。
また,複 数電 気業 者 の 同一地 域 営 業認可;競 争 に よる電 力普 及促 進 が す す め ら
れ る。 しか し,公 益 的統 制 は この 時期 には きわ め て弱 く,例 えば料 金 認 可制 は
次 の改 正電 気 事 業 法 まで 先 送 りさ れ る61。③ 改 正 電 気 事 業法 制定 以 後(1931-
1938)の時 期 に は,民 営 を基礎 に電気 事業 に対 す る国 の統 制 が強化 され る。 こ
の背 景 には五大 電 力独 占が 展 開 した激 烈 な競 争 に よ る疲弊 が あ り,当 時 の財 閥
の意 図 によ り1932(昭和7)年 に結成 され た 「電 力 連 盟」 との相 互 補完 的な性
格 が 指摘 され よ う。 この法律 は供 給 区域独 占,料 金 認 可制,発 送電 予定 計 画 が
3本 の柱 で あ った7)。④ 電 力 国 家管 理 体 制(1939-1945)の時 期 に突 入 す る。
戦 争 経 済 に電 力 を全面 的 に動 員す るた め に1939年日本 発 送 電 会社 が 発 足 し,
1942年には 九配 電会社 が 発足 す る。
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最初 に,明 治期 の治水政策か ら検討 してみ ようIP。
まず,1873(明治6)年 に制定 された 「海港道路修築規則」 は,河 川法制定
以前の明治初期治水行政の基本法で ある。この規則は,① 河川行政を国 の事務 ・
と して執行す る,② 一等河についての直轄工事制度の端緒をひ らく,③ その他
の河川 に対す る国庫補助政策 を明 らかに した等,そ の後の河川行政 に決定的影
響 を与える画期的 なものであ った。 しか し,明 治初期には舟運 を動脈 として全
国市場が急激 に発展 したので,舟 運のために水路 を固定す る 「低水工事」が大
河川中心 に行われたのであ り,国庫補助 はもっぱ らこちらに振 り向け られた。
しか も,国 庫補助 金 は1875(明治8)年 度 を最高 に して漸減 し,1881(明治
14)年度を もって打ち切 られるに至 った。
その後,1881年,1885(明治18)年,1889(明治21)年と各地に大水害が頻
発 した。1890年に開設 された帝国議会には,洪 水防止の治水工事 の国家管理 ・
国庫補助 の建議案が活発に提 出され,1896(明治29)年に 「河川法」が制定 さ
れ るわ けで あ るが,こ の時期が 「治水対策」 の焦点が舟運 のための 「低水工
事」か ら洪水 防止のための 「高水工事」 に転換す る過渡期であることに注 目し
てお きたい)z)0また,河 川法は,① 河川 に対 する国家権 力の強力 な統制権,②
河川工事 に対す る国庫補助の確定,の 二つ を特徴 とす る ものであ るが,純 粋 の
治水立法で利水行政の観点が欠如 していたことか ら,後 に水利用 をめ ぐる競合
と紛争が激化 して もその調整 をな しえず,ま た官庁 間の権 限配分が明確 で な
か った ため深刻 な権 限争いを生 じたユ3}。その後,1910(明治43)年に全国的 な
11)渡辺洋三 「河川法 ・道路法」,鵜飼信成 ・福島正夫 ・川島武宣 ・辻清明編 『講座 日本近代法
発達史』 第6巻,勁 草書房,1959年,所収。
12)「高水方式」とは堤防築堤,屈 曲部の切 り捨て等 により洪水 をで きるだ け早 く海に注 ぎ込む方
式のことであって,そ の背景には鉄道その他の陸上交通手段の発達がある。なお,こ の 「高水方.
式」が戦後直後の大水害をもたらした という有力な説がある(佐 藤武夫 ・奥田穣 ・高橋裕 『災害
論」,勁草書房,1964年)。
13)戦前においては河川法の改正が実現 しなかったため,内 務省 は法律の不備を数多い命令 ・訓/
電力事業と水資源開発(49)49
大水害が発生 し,臨 時治水調査会が設置 され,1911(明治44)年に 「第一次 治
水計画」が制定 されることとな る。
次 に.水 力発電 と治水及 び農業用水 との矛盾の深刻化過 程を検討す る1ω。
明治期 には原動力 として水車が広 く利用 されてお り,明 治20年代 に蒸気機関
が導 入され るが水車が根強 く残 り,水 車が決定的に追放 されるのは大正期 の電
動機 の普及を待 たねばならない。 この明治期の商業用水車は農業水利 と対立 し
なか ったが,産 業資本の河川への進出 とともに農業水利 と対立 を深める。一方,
初期 の水力発電は既設の農業用水路 を利用す る場合が多 く,農 業水利 と発電水
利 の共存 ・相互利用がはか られていたが,明 治末期以降 になって大規模水力発
電所 とくに調整池式発電所が建設 され るようになると,農 業水利 と発電水利 の
対立が顕在化 して くる。 とくに,ピ ーク発電151が行われ る と,発電所の下流 の
河川流量 の変動が大 きくな り,水 利 に悪影響を与えるとともに,河 床変動 とく
に河床低下による取水障害が生 じるようになる。
この ような水をめ ぐる対抗関係 の激化 を背景に して,水 利開発に関す る内務
省 ・農商務省(農 林省 ・商工省)・逓信省の対立 が激化するわ けであ る。つま
り,治 水 と利水を所管す る行政機構が分裂 していることが,セ クシ ョナ リズム
的対立 をよ り強め るわ けであ る】6〕。
この対立 の経過 を簡単 にお ってみ ると'7,,1918(大正7)年 に農商務省 は農
＼令 ・通達によって処理 したが,そ の一覧については,対応する逓信省,農 商務省の通達 ・調査.
法案等を含め,山 内一郎編r河 川総合開発 と水利行政」,近 代図書,1962年,]3-17ページ参照。
14)森滝健一郎ra座 日本の国土 ・資源問題 現代日本の水資源問題」,汐 文社,1982年,144
174ペー ジ。




エ6)「治水 とそれぞれの利水の所管が分かれ,砂 防も内務省 と農商務省 に分かれ,内 務省内で も河
鷹 艦 饗 器 募識 議 論繊:灘 』鼎 欝 欝 窒藷
謙 騨 観念への考鰍 困難1こした・」儲 裕・・… 貌・水害・,・新書・1971年・
17)御厨・前掲 「水利開発と輔 融 党政治」.佐駅 夫r水 の経済学」,岩藤 書,19、5年,焔会r内 務省史」第3巻
,地方財務協会,1971年,山内編,前掲書などを参照。
50(50)第153巻 第1・2号
務局長通牒(農 業水利 と他水利 との調整)を 出す。翌1919(大正8)年 に帝 国
議会 において 「水利法制定 に関す る建議案」が議決され,そ れ に基づいて農商
務省 は1920(大正9)年 に 「農業水利法案」 を作成す る。それ に対抗 して,内
務省 は 「水利法案」を作成する。 この両案 は激突 して,い ずれ も日の 目を見な
いで流産に終 った。
1920年前 後 に各地 に水害が頻発 す る。 これ は,河 川上流 の山林 の乱 伐,道
路 ・鉄道の建設 による河道 の浅深工事の放棄,水 力発電所の建設 による河川の
バ ランス崩壊,寄 生地主による河川沿岸の遊水地 の開発,都 市 における旧幕時
代の治水施設(堤 防,排 水溝)の 破壊,破 壊力を増 した河川への無防備 な接近
等 によるもので ある。 このよ うな事態を受けて,1921(大正10)年に第二次臨
時治水調査会が設置され,「第二次治水計画」が制定され る。
1923(大正12)年に農商務省は,そ れ まで放置され ていた農業用 水 と関係 の
深い中小河川 を,「用排水幹線 改良事業補助費」 と して5割 の高率補助金 を交
付 して改良す ることにした.農 商務省 はこれをテコに農業水利の監督権の拡 大,
強化 をはか り,農 業水利組合の官僚的支配権 を確立 してい く。
1925(大正14)年に行政調査会が設置 され,「各省 各庁 間権限紛雑 の整理 に
関す る件」が審議 され ることになった。内務省は 「河川行政は治水 を以 て根 本
となす」 として用排水幹線改良事業 と発電水利の内務省移管を主張 し,農林 省
は逆 に水利組合 の農林省移管 を主張 し,商 工省は電気事業 の商工省移管 を,逓
信省 は発電水利 の主管 を主張す る,と い う具合 に官庁問のセ クシ ョナ リズム的
対 立は激化 した。
1927(昭和2)年 に行政制度審議会が設置され,水 利開発 をめ ぐる対 立はさ
らに激化す る。用排水幹線改良事業をめ ぐる対立 は,1928(昭和3)年 の内務
省 による梯川ほか二河川の農林省補助事業の指令取消事件 によ り頂点に達す る。
そ して,翌1929(昭和4)年 に 「河川 二関スル事務 ト用排水幹線改良事業事務r
トノ権 限整備 二関 スル件」が出され,内 務省の主張である 「中小河川」 と 「用
排 水幹線」 とを区別 し,「中小河川補助」を制度化す ることが実現 し,農 林省
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は用排水幹線改 良事業 を引 き続 き主管す ることで,よ うや く妥協が成立 した。
他方,発 電水力 をめ ぐる対立 の激化 については,内 務省は後述す るように 「水
利統 制」概念 の積 極化 をはか り,発 電水利の主管 を主張 し,逓 信省 は電力統制
政策の強化 を押 し進め ようとした。すなわち,逓 信省 は1930(昭和5)年 に臨
時電気事業調査会を設置 し,内 務省の発電水力法案絶対反対 を押 し切 って,発
電水力法案 の決定を行 ったが,結 局,法 案 を成立 させ ることはで きなか った。
そ して,前 述 したように,1931(昭和6)年,改 正電気事業法 とい う形で電力
統制強化の逓信省 の意 図は実現 される。
次 に 「治水政策」か ら 「水利統制政策」への内務省の政策転換 に注 目する。
明治以来の治水方式であ った高水方式 は,両 岸 に堤防を築 き洪水 を一定の容
積の河川 に閉 じ込めるため,洪 水 のピークは高 くな り流速は増 して洪水の破壊
力が大 きくなる一方,貴 重 な用水資源 を海 に捨てるとい う二重の欠陥を もって
いた。つま り,こ の高水方式 は当時の増大す る水需要 と著 しく矛盾 していたわ
けで あるが,こ の矛盾 の解決は洪水を調節 して用水にか える とい う思想 を生む
こととなった。す なわ ち,1926(大正15)年に物部長穂教授が発表 した 「我国
に於 ける河川水量の調節並貯水事業 に就て」 と萩原俊一技師の 「当面 に迫れ る
貯水事業問題に就て」がそれである。 その要点は,① 河川が全能力 をあげて洪
水を処理す る期間は1年 の うちで極めて短 い,河 川 に金をかけるよ り貯水池に
よって洪水 を処理 したほ うが有利であ る,② 貯留 した洪水で発電の夏や冬の渇
水を改善で きる,③ 貯水池適地はわが国で は多 くないか ら多 目的に利用すべ き
であ る,上 流部の貯水池は発電用 に,治 水,灌 漑用の ものは平地近 くに設け,
両者の有機 的運用をはか る必要が ある,④ 大規模貯水池 の下流には小規模の調
節池を設ける,⑤ 貯水池の埋没対策 として砂防を大規模 に急速 に実施す る,⑥
発電会社 のみで計画す ることは危険であるか ら熟練 した技術者 によって総合 的
な計画 を立 てる,等 であ る1B)。一言でい えば,多 目的 ダムの新設 と利用 を中心
18)佐 藤 武 夫,前 掲r水 の 経 済 学 」,122ペー ジ の要 約 に よ る 。 なお ,佐 藤 武 夫 氏 は,次 の よ うに コ
メ ン トして お られ る 。 「(1)②が す な わ ち それ まて の 治 水 工 法 に 対 す る ア ンテ ナ ー ゼ で あ り,(3)/
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とす る長 期 的展 望 で あ る とい えよ う。
しか し,こ の構 想 の 実現 に は,官 庁 間 の権 限争 い も加 わ り,紆 余 曲折 を経 て,
よ うや く1938(昭和13)年 に,企 画院 が 「水利 統 制事 業」 を企 画立 案 し,実 施
は従 来 の行 政機 関 によ って進 め られ る こ ととな った。 そ して ,1940(昭和15)
年 に 「河 水 統 制 事 業 」 と して ス ター トをす るが ,そ の 後 の侵 略 戦 争 の拡 大 に
よ って 「河 水統 制 事 業」 は大 きな進展 をみ る こ とな く,戦 後 の 「河 川 総 合 開発
事 業」 に引 き継 が れ る こ とに なる。 な お,戦 前 の治 水事 業 を検 討 す る際 には,
日本資 本 主義 の脆 弱 性 の 問題 ,す なわ ち財 政 の制 約 によ る治水 工事 の著 しい立
ち遅 れ に着 目す る必要 が あ る ことを付 言 して お きた いL9,。
III戦後にお ける電気事業再編成 と地域開発
(1)電気 事 業再 編成 と地 方 自治
電 気事 業 再編 成 の課 題 を一 言で いえ ば 「日本発 送 電 を どうす るか 」で あ るが ,
その経 過 を簡単 に整理 してみ よ う201。
当初 は,日 本発 送 電 の維 持,九 配電会 社 との一社 化 の提 案 が先 行 す る。 例 え
ば,1947年8月 の 日本 社 会 党の 国有 国営化 案 ,9月 の 日本電 気 産 業労 働 組 合 の
電 気 事 業社 会化 要項,1948年4月 の 日本発 送 電 の再編 成 案 な どで あ る。 と ころ
が,.1948年2月に 日本 発送 電 お よ び九 配電 会 社 は過度 経 済力 集 中排 除 法 の第 二
次指 定 を うけ,日 本 発送 電 の解 体 と分割 化 が進 め られ る こと とな る。4月 には













れ るが,そ こでは 日本発送電 の普通株式会社案が答 申された。 しか し,1949年
5月 に集 中排 除委員 会(5人 委員会)の バー ガー委員 は,日 本発送 電の七 ブ
ロ ック分割案(七 ブロ ックの発送配電一貫経営会社案)を 非公式内示 し
,9月
には総指令部経済科学局は,非 公式覚書の形で 日本発送電の七 ～九分割 と民営
化 および政府錯 理か ら独立 し欄 難 関の2点 を明示 した.こ れ 授 けて,
11月に電気事 業再編成審議会が設置 され,翌195・年2月 には電気事業再編成審
議会の答申が 出された・そこでは,躰 発送電の機能の4割 を引 き継 ぐ電力融
通会社案(三 鬼案)が 多数意見 として,九 分割案(松 永案)が 少数意見 と して
併記された。 このよ うに,日 本独 占資本の総意は,低 廉な る電力を均一な価格
で確保す るために,日 本発送電をなん とか して存続 させ ることにあ った。 これ
に対 して,総 指令部経済科学局は電気事 業再編成審議会答申に反対す る覚書を
出 した・結局・政府は松永案 を採用 してGHQと 交渉 し,4月 に電気事業再編
成並 びに公益事業の両法案 掴 会醍 出 したカ・,反 対が強 く織 未 了とな り,
その拠 国会繰 る見通 しは立たなか った。 これに対 してGHQは,電 源開発
に対す る見返飴 融資停止 などの手段で実行 を督促 したが
,つ いに電気事業再
編成に関す るマ ・カーサ「書簡が出され,政 府 は朋 に電気事業醐 成令並 び
に公益事業令 をポ ツダ・政令 によ り公布 し,躰 発送電の九分割が確定をす る。
その後,ユ2月に公益事業委員会が発足 し,翌 ユ951年1月に公益事業委員会は電
気事業再編成の雛 方法に関す る声明 観 して準備を進め,5別,正 式 に九電
力会社が発足す る。
次 に,電 気事業公営 移管運動の展開に注 目 してみよ デD。
戦後最初 の電薄 葉公営鰭 運動は1946年2月煉 京都 議会が提 出 したr酉己
興 業移管 に関す る意賭 』であ るが,4月 には全館 長会議が 「配騨 業者B
市移管燗 する灘 」 を行い… 月に1ま配興 業都市麗 繊 醗 委員会が結
成された・ 凝 ・1948年4肌配興 業全 国都道府県醐 成同盟会が徽 され
,
5月に 『配興 業全国者防 府県営基本方金+』が出され た
.さ らに,、949年5月
21>公営電気復元運動史編集委員舗 揃 掲琶 第二鯵 照。
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には都市側 と府県側 とが共同 して配電事業公営期成連合会が結成 されるなど,
活発 な運動が展開された。 しか し,GHQの 強力 な日本発送電分割 の方針が明
らか になる中で,配 電事業公営期成連合会 は全面 的な配電事業の公営移管は困
難 になった と判断 して,12月には当面 は旧公営電気事業の復元要求 を前面 に立
てて運動 を行 うとい う方針 に転換 して強力な復元要求運動 を展 開 した。 とくに,
1950年4月以降は積極的な東京常駐運動 を展 開 した。 しか しなが ら,11月には
ポツダム政令が出され,公 営電気復元 は挫折をす る。そ して,1951年10月に復
元運動 の推進,公 納金 の期限切 れ対策を 目的 とす る電気事業都市復元期成協議
会が結成され る。
以上が,戦 後の電気事業公営移管運動 の展開過程で あるが,こ こで配電事業
公営論の論拠を整理 してみ ると22〕,①配電事業統制の弊害 によ り,消 費者の不
利不便 が大 きい,② 電気事業のように,本 来,公 益事業,独 占事業であるもの
は,営 利会社 にまかすべ きでな く公営が当然である,③ 私営の場合 の株主総会
と異 なって,消 費者であ る市民の声を反映で きる機関(市 会な ど)が ある,④
地方 的な特殊産業 に対す る重点的配電,需 要者 に対す る施設の迅速確実 な整備,
都市照明の適切化,市 民特殊階級 に対す る料金の割引の ような社会政策の加味
などは,公 営 においては じめて適切 にな しうる,⑤ 戦災施設 の復旧事業は1日
も早い ことを要 し,し か も総合的な都市復旧計画の遂行 と密接 な関連があるの
で,営 利会社 にまかせ られ ない,⑥ 配電事業の経営 によ り 「市 の恒久財源」 を
獲得 しうる,⑦ 配電統制令以前 に公営であ った ものは復元が当然であ る,な ど
があげ られ る。 また,『配電事業都道府県営 基本方針』 によれば鋤,そ の要点
は,① 発送電事業 と配電事業 とは分離 して経営す る,現 在,日 発 に所属 してい
る事業 は発送電の新経営体 に引継 ぎ,現 在九配電会社の経営 している事業 はそ
のまま これを都道府県 に分割す る,② 発送電事業 は全国一元的 に運営す る,た
だ し,そ の経営主体 は国営 もしくは国営 に準ずる公共会社 とす る,な お,電 源
22)同 上 書,73ペ ー ジ 。
23)同 上 書,95-101ペ ー ジ 。
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の 開発 は原 則 と して右 の経営 体 に属 す るが,水 道,水 利 関係 に伴 う各地 方 の実
情 に応 じ,各 府県 あ る い は町村組 合 等 に おい て もま た開発 をな しうる,③ 配 電
事 業 は都 道府 県有 ・都 道府 県 営 とす る,と い う もので あ った 。
最後 に,電 力 九 分割 が 地方 自治 に与 えた影 響 につ いて検 討 しよう2の。
次節 で 詳 し く検 討 す るが,1950年に国土総 合 開発 法が 制 定 さ れ,1951年に は
「河 水統 制 事業 」 が 「河川 総 合 開 発事 業」 と改称 され,以 後,多 目的 ダムの 建
設 が大 々的 にすす め られ るこ と となる。 つ ま り,当 時,全 国 に頻発 して いた 水
害対 策 と電 力 不足 の解 消 を 目的 に して,い わ ば治 水 の公 共性 と発電 の公 益 性 を
錦 の御 族 に,公 共 事 業 と して 国 と地 方 自治 体 が 水 資 源 開発 を推 進 す る こ とに
な った。 す なわ ち,財 源 的 に は,主 として財 政 資 金 に依存 しつつ,そ の一部 を
農 民負 担 に転 嫁 し得 る多 目的 ダム方式 と して,水 資源 開発 が 展 開 され るわ けで
あ る。 それ は,技 術 面 で は,大 規 模貯 水 池式 発電 所 へ の転換 が必 然 とな った も
のの鮒,資 本面 で は,九 電 力 会社 の資 本蓄 積 が不 十分 で あ った た め,国 家 資 本
の投 入 によ る大規 模 貯水 池 式 発電所 の建 設が 必要 とされ た か らで あ る。 そ こで ,
1952年に電 源 開発 促 進 法 が 制定 され,電 源 開 発 株式 会 社 が 設立 され る こ と に
な った 。 この過 程 で,日 本発 送電 の復 活 を企 図 した,電 源 開発株 式 会社 の機 能
強 化 に よ る全 国的 な電 力融 通 操作 の構 想 が 出 され たが,結 局,地 方 自治 体 と電
源 開発 株式 会社 は発 生 電力 を九電 力 会社 へ卸 供給 す る こ ととな り,一 般 供 給 も
特 定 供給 も行 わ な い こ とに な った 。
この こ とを地 方 自治 の立 場 か らみれ ば ,公 営電 気復 元 運動 の挫 折 が大 きな マ
イナス の影響 を与 えた もの と思 われ る。前 述 した よ うに,配 電事 業 全 国都 道府
県営 期 成 同盟 会 は 『配 電事 業 都道 府 県営 基 本方 針』 の中 で,発 送 電 事業 は全 国








、属す るが,水 道,水 利関係 に伴 う各地方の実情に応 じて府県等 も開発を成 し得
る,ま た配電事業は都道府県有 ・都道府県営で行 う,と いう構想を出 していた。
これはまさに シャウプ勧告の 「地域公共財」構想であ り,も しこの構想が実現
していたな らば,地 方 自治体が地域開発のプランづ くりをす る一つ の重要な手 、
がか りとな っていたであろ う。 しか し,現実の 「高度成長」の過程 では,地 方
自治体ではな く電力会社 が,地 域開発 の戦略的中心 として地域情報 を集 め,地
域開発 を先導 していったのである2%
② 地域 開発 と地 方 自治
まず,地 域 開発 の展 開過 程 につ い て簡 単 に整理 してみ よ う2%
戦後 直 後 の時期 に は,戦 災復 興,災 害 復興,食 糧増 産,産 業 復興 を課題 に,
国 内資 源 の 開発 が 行わ れ た 。 当初 は 内務 省 の国 土 計 画 ・地 方計 画 の 影 響 が 強
く認),早く も1945年9月に 「国土 計 画 基 本 方 針 」,1946年9月に は 「復 興 国 土
計 画要 綱」 が だ さ れ,1947年3月に国 土計 画 審議 会が 設 置 され る。 しか し,①
1947年5月に国土 計 画 の策 定,国 土 計 画 審議 会 の 事務 が 経済 安 定本 部(以 下 、
「安 本」 と略称)に 移 管 され 、②1947年12月に安 本 に資 源 委 員 会 が 設 置 され,
③1947年末 の内務 省 解体 に よ り1948年1月に 国土 計画 ・地方 計 画事 務 が建 設 院
(省)に 移 管 され るな ど,計 画担 当機 構 が分 裂 す る。 また,農 林 省 の 農村振 興,
開拓 ・干拓 ・灌 漑 の諸事 業 が再 開 され る。
内務 省解 体 後,開 発 の主流 を 占めて い た安 本 は,国 土 計画 の手法 に代 えて奥
只 見 ・北 上 川 のTVA方 式 の総 合 開発 の構 想 を立 て,「総 合 開発 法 」 を制 定 し
よ うと した。 この安 本 の国土 総合 開発事 務所 の外 務省 系 の 人 々の構 想 に対 して,
建 設省 系 の 人 々は 旧内 務省 的感 覚 の 国土 計 画 ・地 方 計 画 を主 張 し,「総 合 開発






して 「全 国計画」 「特定地域 計画」 との4本 立 にさせ た。他方,農 林省 系 の
人々には大規模農業開発の構想があ り,互 いに対立 していた。
こうして1949年3月に国土総合開発審議会が設置され,1950年5月に国土総
合開発法が制定され る・そ して藩 議会 におし・て法の具体化 のための基本方針
が審議され るが,メ インとなる 「特定地域計画」 による特定地域 の指定 には42
都府県51地域が名の りをあげ,暫!1婿 争が くりひろげ られた.結 局,、951年
12月の指定の際には,安 本の2地 域構想は19地域の指定 に増加す ることにな っ
た(1953年の鵬 振興法制定によ り・地域は除外 され,1957年に3地 崩 ・追加
され たので,結 果的 には21地域 が指定 された)。 いわば政治的無原則性が行 政
的合理性に優先 し,総 花主義が重点主義 を排除す る結果 となったわ けであ る。
この ことは既に安本が公共事i業の総合調整機能を喪失 しているこ とを示 してお
り,1952年7月に安本 は解体され ることになる。
その後の経過 を簡単 にみ てみ ると29},ユ951年に 「河水統制事 業」 は 「河川総
合開発事業」 と改称 され・1952年に 「重要河111開難 案」 との妥協 とい う形 で
,
国土総合 開発法が改正 される・ また洞 年,前 述 の 「電源開発促進法」が成立
し,電 源開発 を主 とした水資源開発が推進 され ることになる
。
他 方・ユ951～54年にかけて・建設省 のr河 川法改正」の動 きに対 して混 林
省は 「農業水利調整法」 「農業水利法」「公共水法」 な どを提示 して激 しく対立
す る。また,建 設省主導の治水 ・利 水すべてを含 む総合的な河川計画 に各省が
反対 をす る・ これは 「水利統制」をめ ぐる戦前のセ クシ 。ナ リズム的対立の再
燃である。そ して,1952年に国土総合開発審議会に 「水制度部会」が設置 され
各省 の対立 の調整 をはか るが,1954年の 「水制度に関する調査報告」 で}ま調整
がつかず 濃 林 通 産両省 らの多数意見(「水資源開発」 に関 して縦 に首相
による基本計画決定 と総 合調整を定め漕 相直属の水利灘 機関 を新設す る)
と建設省 の少臆 見(「水資源開発」は現状 のまま と し詠 利調整 は建設省 を
主体 とす る)が 併記され る・ととな ・た.そ の後,1957年に,現 場か らの制度
29)御厨 前掲 「水資源醗 と戦後政策決定過程」汕 内編 前掲齢 _章。
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化要請が強 く技術面で関連各省 か らも支持があるこ とか ら,「特定多 目的 ダム
法」が成立する。 これ によ り,建 設省 の建設す る多 目的 ダムに限 って,水 利 を
含 めたすべ ての管 理権 を建設省が掌握す ることになった。 しか し,1961年に
「水資源 開発促 進法」 と 「水資源開発 公団法」 が成立す るまで,公 団設立をめ
ぐって建設省 と利水三省(農 林省 ・厚生省 ・通産省)の 対立が再 び激化す る。
すなわち,1961(昭和36)年度 の予算要求に際 して,建 設省は水資源 開発公 団,
農林省 は水利開発管理公団,厚 生省は水道公団,通 産省 は東京千葉工業用水公
団を要求 し,セ クショナリズム的対立 は再び激化 した。そ して,1964年に 「新
河川法」が成立す るが,そ の特色 は,① 水系 を一貫 した総合的管理体制 をつ く
り,②治山 ・利水を一体化 した水資源 の総合的利用 と開発を可能 に し,③ ダム
施設の管理法制を整備する,に 要約で きる。 しか し,地 方 自治の立場か らみれ
ば,府 県知事 の一級河川管理権が建設大臣に吸い上げ られた ことは大 きな問題
であ るといえよ う。
次 に,特 定地域 開発方式の問題点について検討 してみ よう。
佐藤竺氏は,① 計画の総合性 の欠如,② 事業進捗率のア ンバ ランス,す なわ
ち,電 源開発 のみが異常進展を した こと,し か も,国 土保 全 とい うことで資金
的には一般公共投資 に大 きく依存 しなが ら推進された こと,③ 地域収奪性,す
なわ ち,既 成工業地帯へ電力が直送され る一方,地 元にはダム建設費 の過大 な
負担や水没問題があ り,ま た県営発電の場合でさえきわ めて安い価格で の電力
会社 への充電が義務づ けられているため,結 局,地 域 の発展 にはま った く寄与
しなか った こと、 を指摘 されている30)。また.宮 本憲一氏 は,① 国土の4分 の
1にあたる面積 が指定 されたため,資 金の集中投資の経済効果がな く,事業実
績が計画額を大 きく下回 った こと,②1953-54年の大水害,ダ ム災害 な ど,国
土保全が達成 されなか った こと,③ 河川総合開発事業が電力資本の水資源独 占
利用のための公費支出であ った こと,を指摘 され てい る。そ して,こ のような
結果 となった理由 として,本 来 のTVAの 理念は,① 開発 目的の総合性,② 責
30)佐藤竺,前掲書,81-88ページ。
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任機関の一元化,③ 草の根民主主義の確立であ るが,現 実の地域 開発の過程は,
① 電力利 水への偏向,② 無責任 の体系,③ 民主主義 の欠如であ った,と され
る3㌔以上の ように,多 目的 ダムの目的 としては,洪 水調整 灌漑,発 電,上
水道,工:業用水等があげられ ていたのであ るが,結 論的には,多 目的 ダムの建
設をテコに して,農 民の慣行水利権 を解体 し,建 設費用 は農民,自 治体 に負担
させ ることによ り,電 力資本が安価 な電力 を独 占する とい うことに帰結 したわ
けである。
最後 に,地 域 開発 と地方 自治 とのかかわ りについて検討 してみよ デ2}。
戦後直後か ら内務省国土局 は地方計画作成 を指導 してお り,1947年3月には
「地方計画策定基本要綱」,4月 には 「地方計画策定要領」 と 「特殊地域の総合
開発事業策定要領」 「実施要綱」がだ されている。また,戦 後改革 による府県
の自治体化 と相前後す る1947～48年にか けて,府 県の企画機構の整備がすすめ
られ,府 県計画お よび府県内特殊地域開発 に着手がされている。そ して,そ の
中からかな り水準の高 い自主的な府県計画が うまれてい る。
内務省 の解体後は安本が地方計画作成 を指導 して,1950年2月に 「地方計画
目標参考試案」 をだ し.5ヵ 年 の計画作成 を指示 した。 これ をうけて,各 府県
は企画機構の改革 を行 い,府 県独 自の開発計画,プ ランづ くりに積極的 に取 り
組 んだ。 とくに,国 土総合開発法において,府 県計画に法的位置付 けがされ,
また府県計画(10ヵ年計画)提 出の指示がされたことか ら,府 県計画の策定が
さらに活発化 した。 しか し,こ れ らの計画は中間報告 として中央に報告 され な
が ら,結 局,法 認の府県計画 には一つ も採用 されなかった。その理 由として佐
藤竺氏は,① 法の狙いは特 定地域 のみにあった,② 全国計画が欠如 していた,
③計画 内容が未熟であった,な どをあげてお られ るが,当 時,既 に安本は自治
体 の開発 プランの調整機能 を喪失 していたのである。
31)宮 本 憲 一 「地 域 開発 は こ れ で よ い カ・」,岩 波新 書,1973年,22-30ペー ジ。
32)佐 藤 竺.前 掲 書.46～5エペ ー ジ,91～94ペー ジ 。 西 水,前 掲 「国 土 計 画 の経 過 と課 題 」 第 工章 。
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IVお わ り に
本稿 における積極 的な主張点 を概括すれば,次 のよ うになる。
戦前,戦 後の電力事業 と水資源開発の展開過程 においては.水 力発電の水路.
式発電か ら調整池式発電への発展に ともない,治 水 と利水,利 水相互の矛盾が
深刻化す ること,そ してそれを背景 として官庁間のセ クシ ョナ リズム的対 立が
激化す ることに注 目した。そ して,大 正末期 に思想 と して登場 し,戦 後 にな っ
て建設が進め られた多 目的 ダムこそが,治 水 と利水,利 水相互 の対抗 関係を解
決す る画期的な技術手段 であることを確認 した。 しか し,戦 後の水資源開発は,
アメ リカのTVA方 式 をモデルにうたいなが ら,① 電力資本は主 たる費用負担
を国や地方 自治体 の財政資金に寄生 した うえ,費 用 の一部 を農民の負担 に転嫁
して,よ り少 ない費用負担で水資源 開発 の利益 を優先的に保障される,② 本来,
地域開発計画をつ くるべ き地方 自治体 にかわ って,電 力資本が地域情報 を集 め
て地域開発 プラ ンをつ くるなど,地 域 開発 の戦略的中心 とな り,いわば地方 自
治を否定する地域開発 を財政資金を使 って行 った とい う2点 において,ま さに
「日本型地域 開発」 とい うべ きものであった。
以上が本稿の一応の到達点であ るが,残 された課題 としては,高 度経 済成長
期以降の水資源開発 の展開過程,と くに工業用水 と生活用 水の問題があ る。
最後に,水 の管理 と地方 自治の展望 についての検討 を行い,結 び とす る。
まず,地 方 自治の展望を考 える際の前提 として,① 地域資源の総合的,自 主
的,民 主的管理を行 う権利=資 源主権,② 地域開発の権利,地 域開発 プランを
作 る権利`計 画権,③ 産業 を民主主義的に規制 し,産 業 と住民の共存 をはか る
権利=規 制権,こ の3つ の権利を地方 自治権の具体的な内容の一つに高め,こ
の地方 自治の権利 を保 障す る地方財政を確立す ることが重要であ る。
次 に,現 代の水問題が住 民の生存権 と生活の質 に関わ るぎわめて重要 な問題
であ り,水資源の有効利用,水 資源開発 と環境保全の共存 をはか ることが緊急
の課題であ ることを確認 したい。 この住民の生存権,生 活権 と資源の管理権 こ
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そが,現 代的地方 自治が水の管理に関与 しうる根拠であろう。
そ して,多 目的 ダム等の新 しい水管理 システムの導入 とよ り広域 的な水 の管
理 とを前提 に,ど のよ うな水の管理をすれぼ地方 自治が発展 し,ど のような水
の管理 をすれば地方 自治が空洞化するのかを検討す ることが,こ の小論 の課題
であった。その結論 を一言で いうな らぼ,「住民参加 と民主主義」で水の管理
を行 うとい うことである。
